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　１．平成２９年度都市局関係予算概算要求事業費・国費総括表

40,822 32,909 7,232

9,621 9,621 2,132

15,018 15,018 2,100

162,021 27,742 6,522

162,021 27,742 6,522

1,393 700 0

204,236 61,351 13,754

691 400 0

191 150 0

500 250 0

9,467 3,005 683

214,394 64,756 14,437

住 宅 対 策

一 般 公 共 事 業 計

災 害 関 係

都 市 災 害 復 旧 事 業

特 殊 地 下 壕 等 対 策 事 業

行 政 経 費

合 計

Ⅰ．平成２９年度　都市局関係予算概算要求総括表

 平 成 29 年 度 要 求 ・ 要 望 額
（Ａ）

区　　　　　　　分

うち優先課題
推進枠

国 営 公 園 等

う ち 国 営 公 園 等 整 備

う ち 国 営 公 園 維 持 管 理

事　業　費 国　　費

都 市 環 境 整 備

市 街 地 整 備
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（単位：百万円）

33,578 28,355 1.22 1.16

9,005 9,005 1.07 1.07

14,182 14,182 1.06 1.06

213,577 23,577 0.76 1.18

213,577 23,577 0.76 1.18

1,656 853 0.84 0.82

248,811 52,785 0.82 1.16

691 400 1.00 1.00

191 150 1.00 1.00

500 250 1.00 1.00

8,193 2,575 1.16 1.17

257,695 55,760 0.83 1.16

備　　　　　　　考

１．本表のほか、国費として、
　（1）社会資本整備総合交付金の全体額
　　　 1,054,941百万円
　  　 （うち優先課題推進枠 250,182百万円）
　　　 がある。
　（2）防災・安全交付金の全体額
　　　 1,292,699百万円
　  　 （うち優先課題推進枠 307,032百万円）
　　　 がある。

２．復興庁計上の国費として、
　（1）東日本大震災復興交付金の全体額
　　　 53,600百万円がある。
　（2）福島再生加速化交付金の全体額
　　　 101,151百万円がある。
　（3）社会資本整備総合交付金の全体額
　　　 110,040百万円がある。
　（4）国営追悼・祈念施設（仮称）整備事業
　　　 1,289百万円がある。
　（5）都市災害復旧事業
　　　 2,091百万円がある。

前 年 度 予 算 額
（Ｂ）

倍　　率
（Ａ／Ｂ）

国　費事業費国　　費事  業　費
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２．平成２９年度都市局関係財政投融資計画等要求総括表

（単位：百万円）

独立行政法人都市再生機構 104,525 99,515 1.05

財政投融資 55,600 39,500 1.41

　 財政融資資金 55,600 34,700 1.60

　 産業投資 0 4,800 0.00

　 政府保証債 0 0 -                

自己資金等 48,925 60,015 0.82

政府出資等 256 256 1.00

その他の自己資金等 48,669 59,759 0.81

一般財団法人民間都市開発推進機構 62,868 67,299 0.93

財政投融資 42,800 31,000 1.38

　 財政融資資金 0 0 -                

　 産業投資 0 0 -                

　 政府保証債 42,800 31,000 1.38

自己資金等 20,068 36,299 0.55

政府出資等 0 0 -                

その他の自己資金等 20,068 36,299 0.55

合　　　計 167,393 166,814 1.00

財政投融資 98,400 70,500 1.40

　 財政融資資金 55,600 34,700 1.60

　 産業投資 0 4,800 0.00

　 政府保証債 42,800 31,000 1.38

自己資金等 68,993 96,314 0.72

政府出資等 256 256 1.00

その他の自己資金等 68,737 96,058 0.72

備　　　　考区　　　　分
29 年 度
要 求 額
（ Ａ ）

前 年 度

（ Ｂ ）

倍 率

（ Ａ ／ Ｂ ）

１．独立行政法人都市再生機構の都市機能更新には、住宅局所管分を含む。また、土地有効利用、防災公園街区整備及び
  まちなか再生・まちなか居住推進は、住宅局との共管である。

２．一般財団法人民間都市開発推進機構のその他の自己資金等については、政府保証借入（5年未満）等である。

都 市 機 能 更 新

土 地 有 効 利 用

防 災 公 園 街 区 整 備

ま ち な か 再 生 ･

ま ち な か 居 住 推 進
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（単位：百万円）

1,826 1,826 0 1,664 1,664 1.10 1.10

都 市 局 1,000 500 0 1,286 643 0.78 0.78

住 宅 局 3,000 1,500 0 3,000 1,500 1.00 1.00

860 430 0 436 218 1.97 1.97

256 256 0 256 256 1.00 1.00

6,670 6,670 1,650 6,000 6,000 1.11 1.11

200 100 100 0 0 皆増 皆増

13,952 11,352 1,750 12,842 10,381 1.09 1.09

都 市 局 10,952 9,852 1,750 9,842 8,881 1.11 1.11

住 宅 対 策 分 860 430 0 436 218 1.97 1.97

都市環境整備分 10,092 9,422 1,750 9,406 8,663 1.07 1.09

住 宅 局 3,000 1,500 0 3,000 1,500 1.00 1.00

都市環境整備分 3,000 1,500 0 3,000 1,500 1.00 1.00

３．平成２９年度都市開発資金概算要求総括表

区　　　分

平 成 29 年 度 要 求 ・ 要 望 額 前 年 度 倍  率

事業費
(A)

国費
(B)

事業費
(C)

国費
(D)

事業費
(A/C)

国費
(B/D)

うち
優先課題
推進枠

用 地 先 行 取 得 資 金 融 資

市 街 地 再 開 発
4,000 2,000 0 4,286 2,143 0.93 0.93

事 業 等 資 金 融 資

土地区画整理事業資金融資

都 市 環 境 維 持 ・ 改 善
140 70 0 200 100 0.70

賑 わ い 増 進 事 業 資 金 融 資

0.70
事 業 資 金 融 資

都市再生機構事業資金融資

民間都市開発推進資金融資

都 市 開 発 資 金 貸 付 金 計
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４．平成２９年度行政経費概算要求主要事項
（単位：百万円）

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費

うち

優先課題

推進枠

都市局関係行政経費 9,467 3,005 683 8,193 2,575 1.16 1.17

【主要事項】

　地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

　都市緑化等による温室効果ガス吸収源対策に関する調査 15 15 0 15 15 1.00 1.00

　都市緑化による暑熱対策推進のための実証調査 60 60 60 0 0 皆増 皆増

　住宅・市街地の防災性の向上に必要な経費

　激甚化する災害を踏まえた防災都市づくり戦略検討調査 19 19 0 0 0 皆増 皆増

　地震時の造成宅地被害把握への新技術活用検討調査 20 20 0 0 0 皆増 皆増

　都市・地域づくりの推進に必要な経費

　働き方の変革に対応したICTを活用した都市再興のあり方に 30 30 0 25 25 1.20 1.20

　関する検討

　造園・緑化産業における女性活躍に向けた働き方改革等 15 15 0 0 0 皆増 皆増

　に関する検討調査

　集約型都市構造化推進調査 159 159 0 132 132 1.20 1.20

うち コンパクトシティの先行事例の分析・横展開に関する 20 20 0 0 0 皆増 皆増

検討調査

都市計画情報を利用できる環境づくり検討調査 19 19 0 0 0 皆増 皆増

都市と緑・農の共生まちづくり推進調査 100 100 0 88 88 1.14 1.14

　コンパクトシティ形成支援事業 1,017 506 127 614 307 1.66 1.65

　環境共生型都市開発の海外展開に向けた調査 240 240 101 155 155 1.55 1.55

　社会環境の変化に対応する都市づくりに係る検討調査 25 25 0 17 17 1.47 1.47

　海外における日本庭園の保全再生方策検討調査 20 20 20 0 0 皆増 皆増

　民間まちづくり活動総合支援事業 4,980 809 376 0 0 皆増 皆増

　総合的な国土形成の推進に必要な経費

　持続可能な大都市圏形成に係る検討調査 38 38 0 36 36 1.06 1.06

区 分

29年度要求・要望額(A) 前年度(B) 倍率(A/B）
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Ⅱ．平成２９年度都市局関係予算概算要求の基本方針 

 

 

 ○ 平成２９年度都市局関係予算については、以下の基本方針により、

取り組んでいく。 

 

  １．熊本地震で被災した宅地、熊本城の早期復旧・耐震化、被災市街

地の復興を着実に推進するとともに、東日本大震災からの復興を加

速化する。 

 

  ２．子育て世代や高齢者が安心できる生活環境、持続可能な地域経済

圏の実現、まちの賑わいを創出するため、都市機能の集約・再編等

によるコンパクトシティを推進する。 

 

  ３．都市機能の集積や交通利便性及び防災機能の向上を図り、大規模

都市開発プロジェクトを推進するとともに、我が国の都市の魅力を

発信することで国際競争力を強化する。 

 

  ４．インバウンドを促進するため、地域固有の優れた景観、歴史的建

造物等の観光資源を活用したまちづくりを推進する。 

 

  ５．都市環境の改善、防災機能とともに、住民の憩いやレクリエーシ

ョン・地域活動の場として重要な都市公園、緑地等のオープンスペ

ースを確保することにより、緑豊かなまちづくりを推進する。 

 

  ６．我が国の都市開発の強みと魅力の発信、新興国への重点的支援等

により、日本型都市開発モデルの海外展開を推進し、我が国企業の

受注増加を目指す。 
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平成２９年度都市局概算要求事項概要

１ 被災地の復旧・復興、都市の安全・安心の確保

○熊本地震からの復旧・復興
・宅地の復旧・耐震化、熊本城公園の早期復旧、土地区画整理事業等による被災市街地の復興

○東日本大震災からの復興・創生
・国営追悼・祈念施設（仮称）整備事業
・防災集団移転促進事業、土地区画整理事業、津波復興拠点整備事業 等

○都市の安全・安心の確保
・密集市街地対策、地下街の施設・設備の安全対策、防災公園の整備 等

⇒子育て世代や高齢者が安心できる生活環
境、持続可能な地域経済圏の実現、まちの
賑わいを創出するため、都市機能の集約・再
編等によるコンパクトシティを推進。

○コンパクトシティ施策と子育て支援策の連携
・拠点地区への子育て支援施設等の誘導
・駅周辺整備と併せた授乳施設、休憩所等の整備
・拠点地区の公園における遊戯施設の設置 等

○公的不動産（PRE）活用
○地域の実状に応じた市街地整備の推進
・土地区画整理事業による都市機能誘導
・市街地再開発の個別利用区制度活用 等

○民間まちづくり活動によるまちの賑わい創出
・リノベーション、シティセールス、プレイスメイキング 等

○スポーツまちづくり
・2019年ラグビーワールドカップの会場整備 等

○都市行政における働き方改革の推進
・テレワーク調査 等

○地域金融機関と連携したまちづくりファンド

３ 都市の競争力の強化

⇒都市機能の集積や交通利便性及び防災
機能の向上を図り、国際競争力強化のため
の大規模都市開発プロジェクト等を推進。

○国際競争拠点の整備
・バス高速輸送システム（BRT）の整備
・業務継続地区（ＢＣＤ）の構築
・連続立体交差事業 等

○国際的なビジネス・生活環境の向上
・外国語対応の会議施設、医療・子育て施設 等

○市街地再開発による宿泊施設等の整備、
観光バス駐車場の整備
○我が国の都市の魅力の発信
・シティ・フューチャー・ギャラリー（仮称）構想

○民間都市開発事業への金融支援

○民間都市開発事業への税制支援

○容積率緩和制度
の活用等

２ コンパクトで賑わいのあるまちづくり

４ 景観等を活かしたまちづくりの推進

○景観観光まちづくり
・国が選定した対象地区において
景観形成による観光まちづくりの
取組みを重点支援 ＜個別補助＞
・都市再生整備計画事業による観光交流センターの整備 等

○観光拠点としての国営公園等の整備
・国営飛鳥・平城宮跡歴史公園、国営沖縄記念公園、
国立民族共生公園（北海道） 等

５ 緑豊かなまちづくり

○都市緑地、都市公園制度見直し
○PPP/PFI手法を活用した民間事業者が
行う公園施設等の整備（Park-PFI）
・入札による公園施設の設置、管理者の選定
・民間が施設を整備する場合の
補助、金融支援

○市民緑地、市民農園、
緑道の整備

６ 都市開発の海外展開

○新興国の都市問題解決の支援
・アジアに加え、アフリカ及び中南米地域を強化

○我が国の都市開発の強みと魅力の発信、案件発掘活動の強化
・シティ・フューチャー・ギャラリー（仮称）構想 （再掲） 等

予算

予算

金融

予算

金融

税制

予算
法令 税制予算 金融

予算

法令
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◆宅地被害への対応

１ 被災地の復旧・復興、都市の安全・安心の確保

被災
規模

発生
件数

公共
性

激甚災害時における拡充のイメージ

大 少数 大

小 多数 大

被害の全容把握・復旧方法検討

例）擁壁高さ２ｍ以上
保全対象：避難路等

補助対象工事の追加等の
拡充

宅地耐震化推進事業

例）保全対象戸数10戸
盛土面積3,000㎡

被災宅地
危険度判定
（約２万件）

県・市町村
による
追加調査

公共事業
による対応

【公共施設
に影響を生
じる恐れの
あるもの】
宅地所有者
等による復
旧の支援

復旧方法の
検討

被害調査

（上記以外）

宅地所有者等による復旧

２
ｍ
以
上

道路

補助率の拡充等
（1/3or1/4→1/2）

H29
概算

H29
概算

熊本地震で被災した宅地、熊本城等の早期復旧・耐震化、被災市街地の復興を着実に
推進するとともに、東日本大震災からの復興を加速化する。

H28
経済対策

大規模盛土滑動崩落のイメージ

※この他液状化対策事業含む

予算（熊本地震関連）

◆益城町などの被災市街地の復興

被害の状況

○ 益城町の市街地中心部では、

断層の活動や地盤の被害が指

摘されており、これまでに例を見

ない複合的な要因によって著しい

市街地被害が生じた可能性

国直轄調査の実施

・ボーリング調査等によ

る断層等の影響分析

・断層等の安全性を踏ま

えた市街地の復旧・復

興方策の検討

等を実施

H28
予備費

土地区画整理事業等の拡充に

より被災地の特性に応じた復

興支援

・復興まちづくり計画等の支援
・被災市街地の復旧・復興のあ
り方に関するガイダンスの作成

復興事業の推進
H29
概算

◆熊本城公園の復旧

「熊本城公園復旧推進調
整会議」等により、復旧に
向けた熊本市等との調整

熊本城公園の被災状況

公園施設（国交省所管）
天守閣、本丸御殿、
飯田丸五階櫓 等

文化財（文化庁所管）
・長塀、宇土櫓等（重要文化財）
・熊本城跡（石垣等）

復旧方法の検討等（実施中）

公園施設の被害拡大を防
ぐための応急工事の実施

都市災害復旧事業により、天
守閣の修復等早期復旧を支援

引き続き、都市災害復旧事業
により天守閣の復旧を行うとと
もに、防災・安全交付金により、
天守閣の耐震化を支援

H29
概算

熊本城の早期復旧 H28
経済対策

宅地被害（擁壁の亀裂） 益城町における住宅・宅地の被害 熊本城天守閣の被害
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〔コンパクトシティ施策と子育て支援策の連携〕

○拠点地区への子育て支援施設等の誘導の促進

○駅周辺整備と併せた授乳施設、休憩所等の整備

○拠点地区の都市公園における遊戯施設等の設置 等

〔公的不動産（ＰＲＥ）の活用〕

○コンパクトシティ推進のための公的不動産（ＰＲＥ）活用計画の作成支援

〔地域の実状に応じた市街地整備の推進〕

○拠点地区における都市機能の誘導やまちなみの保全・再生を図る市街地整備手法の充実

〔民間まちづくり活動によるまちの賑わい創出〕

○プレイスメイキングやシティセールスに取り組む民間まちづくり活動への支援制度の創設

〔スポーツまちづくり〕

○2019年ラグビーワールドカップの会場整備
○競技スポーツから身近な健康づくりまで、多様な活動の場となる都市公園の整備・活用の促進

〔都市行政における働き方改革の推進〕

○ＩＣＴを活用した働き方改革とまちづくりとの連携に関する検討 等

※このほか、関係省庁においてコンパクトシティ関連の支援施策の充実等について検討中

また、コンパクトシティの推進のための地方財政措置の拡充を要望中

○地域金融機関と連携したまちづくりファンド

○都市機能誘導区域の外から内への事業用資産の買替え特例（延長）

子育て世代や高齢者が安心できる生活環境、持続可能な地域経済圏の実
現、まちの賑わいを創出するため、都市機能の集約・再編等によるコンパクト
シティを推進する。

２ コンパクトで賑わいのあるまちづくり

予算予算

支援の概要

金融金融

税制税制
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目指すべき都市像（例）

医療・福祉の充実した高齢者に優しいまち

子育てしやすいまち

歩いて暮らせる健康のまち

まちづくりと連携した利便性の高い公共交通の実現

持続可能な都市構造への転換
（生活利便性の向上、サービス生産性の向上、地域経済の活性化、行政コストの削減等）

○計画作成、地域住民の合意形成等に対する補助

○誘導施設の整備等に対する支援（補助、金融、税制）、容積率の特例

○市街地整備事業に対する補助

○公共交通ネットワークの整備に対する補助

立地適正化計画の作成・実施

居住や都市機能の誘導等

各分野の主な連携施策

コンパクトなまちづくりの推進

地域公共交通

○「地域公共交通網形成計画」等
の作成促進

○計画に基づく生活交通の確保、
維持、再編等に対する支援

○鉄道沿線まちづくりの推進

医療・福祉

○地域包括ケアシステムの推進

○コンパクトシティと連携したサー
ビス付き高齢者住宅の整備促進

○コンパクトシティに資する介護施
設等の整備促進

子育て

○小規模保育所に関する補助の
拡充

公共施設再編

○「公共施設等総合管理計画」の
作成促進

○計画に基づく公共施設等の除却、
集約化・複合化等に対する支援

○コンパクトシティへのＰＲＥの活
用促進

住宅

○空き家等の再生に対する補助

○街なか居住の推進等に向けた住
宅市街地の整備に対する支援

○バリアフリー施設等の整備促進

中心市街地活性化

○コンパクトシティ化に取り組むま
ちの商業施設等の整備に対する
支援

○中心市街地の活性化に係る人
材育成の推進

防災

○水害リスク情報を踏まえたまちづ
くりの推進

都市農業

○都市農地の保全・活用の推進

その他

○地方創生交付金による支援

○PPP/PFI案件形成の促進
○遊休ストックの活用促進

・都市全体を見渡したマスタープラン

・2020年までに計画作成市町村数を150とする目
標を設定

・28年度中に100超の市町村が作成・公表予定

都市再生特措法に基づく

コンパクトシティ形成支援チーム
（「まちひとしごと創生総合戦略」（H26.12閣議決定）に基づき設置）

省庁横断的な支援

＜参考＞
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都市機能の集積や交通利便性及び防災機能の向上を図り、国際競争力強化のための
大規模都市開発プロジェクト等を推進する。

３ 都市の競争力の強化

都市再生緊急整備地域（政令指定：63地域）

民間中心の都市再生(大都市及び地方中枢都市)

特定都市再生緊急整備地域（政令指定：12地域）

都市の国際競争力の強化

都市再生基本方針【閣議決定】

都市再生緊急整備地域内で実施される民間都市再生プロジェクト等に対し、
予算・税制・金融面から重点的な支援を推進

支援の概要

予算予算

○国際競争拠点の整備の推進

・国際競争拠点都市整備事業の支援対象にバス

高速輸送システム（ＢＲＴ）整備（停留所、走行空間

等）や、都市再生安全確保計画に基づくエネル

ギー導管等（ＢＣＤ）を追加

・特定都市再生緊急整備地域において、鉄道施設

の整備や土地区画整理事業などの都市基盤整

備を加速化（平成２８年度経済対策関連)

○容積率緩和制度とも相まった、再開発に対
する支援強化による宿泊施設等の整備促進

・市街地再開発事業による宿泊施設の整備等に

対する支援の強化

・都市・地域交通戦略推進事業の支援対象に観光

バス駐車場の整備を追加

○国際的なビジネス・生活環境の向上

・外国語対応の会議施設、外国人対応の医療・子

育て施設等の整備

税制税制

○都市再生税制の延長

都市再生緊急整備地域において、国土交通大臣の認定を受けた民間都市開発プロジェクトに係る特例措置

の延長（法人税、登録免許税、不動産取引税、固定資産税等）

金融金融

○民間都市開発事業への金融支援の強化

民間都市開発推進機構による金融支援により優良な民間都市開発事業を強力に推進

【共同型都市再構築業務】

・宿泊施設、共同荷さばき施設等を含む事業を支援対象に追加

・出資タイプの支援を追加

【メザニン支援業務】

・事業区域面積要件の緩和

・SPC要件の緩和(平成２８年度経済対策関連)

○我が国の都市の魅力の発信

・シティ・フューチャー・ギャラリー構想
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４ 景観等を活かしたまちづくりの推進

インバウンドを促進するため、地域固有の優れた景観、歴史的建造物等の観光資源を
活用したまちづくりを推進する。

○「景観観光まちづくり事業 （個別補助）」の創設

・国が選定した対象地区において、景観形成による観光まちづくりの取組みを

重点的に支援

○観光拠点としての国営公園等の整備

・国営飛鳥・平城宮跡歴史公園、国営沖縄記念公園、国立民族共生公園（北海道） 等

施策の概要（予算）施策の概要（予算）

○都市再生整備計画事業による観光交流センター、まち歩きを楽しめる
空間等の整備

５ 緑豊かなまちづくり

①緑とオープンスペースのストック効果の向上
②民との効果的な連携のための仕組みの充実
③より柔軟に都市公園を使いこなすためのプランニング・
マネジメント強化

新たな時代の都市マネジメントに対応した
都市公園等のあり方検討会
（最終とりまとめ）（平成28年5月）

都市環境の改善、防災機能とともに、住民の憩いやレクリエーション・地域活動の場とし
て重要な都市公園、緑地等のオープンスペースを確保することにより、緑豊かなまちづく
りを推進する。

都市農業振興基本計画（平成28年5月閣議決定）

都市農業振興基本法（平成27年4月施行）

○都市への急激な人口流入の中で、「宅地化すべきもの」と
されてきた都市農地の位置づけを、都市政策及び農業政
策の双方の観点から再評価し、「都市にあるべきもの」へ
と大きく転換

○防災、良好な景観形成、農業体験の場等の都市農業の
多様な機能の発揮を図る

○都市緑地制度見直し

・市町村が策定する「緑の基本計画」の記載事項に都市農地の保全に関する方針を追加

・民間主体が設置し住民利用に供する緑地（市民公開緑地（仮称））の認定制度を創設（予算・税関係）

○都市公園制度見直し

・公園施設等を設置・管理する民間事業者を入札で選定する制度を創設（予算・金融支援関係）

○都市農地を保全するための制度について農林水産省と連携して検討（税関係）

法令法令 予算予算 税制税制金融金融

弘前城
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○戦略的な発信のための体制整備と関係者との連携強化

○新興国への重点的支援
• アジア新興国における法制度整備支援
• アフリカ、中南米等における都市交通セミナーの開催

○我が国の都市開発の強みと魅力の発信
• 国際会議、二国間会議等での発表、意見交換
• MIPIMをはじめ国際不動産見本市等での発信
• シティ・フューチャー・ギャラリー（仮称）
構想の推進

６ 都市開発の海外展開

案件発掘

具体的な
開発計画の
作成支援等

日系企業による
受注・投資の
促進

○優良プロジェクト発掘に向けた取組強化
• 開発候補となり得る案件情報の収集、国内民間事業者
等（J-CODE※）との共有
※（一社）海外エコシティプロジェクト協議会
（Japan Conference on Overseas Development of Eco-cities）

• 海外関係者への日本の優れた事例の説明・周知や都市
開発関連技術の紹介

○個別プロジェクトの基本構想・計画等の作成支援・提案
• アジア新興国の都市を対象に、相手国のニーズを踏ま
え、日本型都市開発の基本構想・計画を作成支援・提案
（スマートシティ、TOD※等）
※公共交通指向型都市開発 (Transit Oriented Development)

○海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）による出資等
○プロジェクト実施段階での支援（開発権取得のための交渉、
トップセールス等）

＜主要施策の概要＞＜都市開発の段階＞

我が国の
強みの発信と
相手国との
信頼関係構築

対
策
の
強
化

取
組
の
加
速
化

(参考：ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｼﾃｨｷﾞｬﾗﾘｰ)

我が国の都市開発の強みと魅力の発信、新興国への重点的支援等により、日本型都
市開発モデルの海外展開を推進し、我が国企業の受注増加を目指す。

組織改正組織改正

予算予算
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平成 28 年熊本地震では、盛土造成された宅地の地滑り、液状化等の甚大な宅地被

害が発生しており、被害箇所の早期復旧を図る必要がある。また、今後 30 年間で、

首都直下地震は 70％、南海トラフ地震は 60～70％の確率で発生するとされており、

宅地被害を軽減するために大規模盛土造成地マップの作成、宅地耐震化工事等の平

時の備えを進めることが重要である。 

このため、熊本地震など激甚災害の指定等がなされた場合における、宅地耐震化

推進事業の補助対象工事の追加（民間宅地擁壁のうち避難路等に影響を及ぼすもの、

陥没した宅地の復旧工事等）、補助率の嵩上げ等を行う。また、平時からの宅地耐

震化を推進するため、宅地耐震化工事の保全対象施設の拡充、対象区域面積 1ha 当

たりの国費限度額引上げ等を行う。 
 

国 費 防災・安全交付金（１２，９２７億円）の内数 

Ⅲ．主な新規・拡充要求等 

（１）宅地の復旧・耐震化の支援 

１）熊本地震からの復旧・復興 

１．被災地の復旧・復興、都市の安全・安心の確保 

：大規模盛土造成地

宅地被害からの早期復旧

激甚災害の指定等がなされた場合等における、補助対象となる工事の追加や工事等の補助率の嵩上げ 

熊本地震における宅地被害の状況 

平時からの宅地耐震化の推進

宅地耐震化工事の保全対象施設の拡充や工事等の補助率の嵩上げ期間の延長と国費限度額の引上げ

施 策 効 果 

◎ 宅地耐震化推進事業による支援の強化により、被害の未然防止や被災後の早期 

復旧を図る。  

大規模盛土造成地マップの例

- 14 -



 

 

 

平成28年熊本地震により被害が甚大であった益城町をはじめ、熊本県における市街地

の早期復興、喪失した公共公益施設、都市機能施設の機能復旧を図るため、土地区画整理

事業、市街地再開発事業等により、被災状況に対応した的確な支援を行う必要がある。 
土地区画整理事業を行うに当たっては、安全性等の確保から活断層を避けた宅地の移転

が必要となるため、これに伴う移転補償費の交付対象の拡充等を行う。 
 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 被災状況や被災地の特性に応じた支援により、被災市街地復興の着実な推進を図る。 

施 策 効 果 

（２）土地区画整理事業等による被災市街地の復興 

被災市街地復興土地区画整理事業の拡充 

 

現行制度では公共施設の支障建築物に対する支援 

移転補償費の増大に対応して施行区域内の全ての移転建築物に対象を拡大 

公共施設整備に伴い移転が必要な移転建築物（交付対象外） 

公共施設用地上の移転建築物（交付対象） 

現位置換地（移転なし） 
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平成 28年熊本地震により、熊本城公園では天守閣、本丸御殿、飯田丸五階櫓等に加え、

特別史跡を構成する石垣や重要文化財の櫓等、多数の施設が甚大な被害を被った。 

熊本城の復旧については、これまで熊本市、文化庁等と連携し、復旧の方針、工程につ

いて調整を行うとともに、崩落した石垣の撤去や飯田丸五階櫓の倒壊防止のための緊急工

事等を順次実施してきているところである。 

熊本のシンボルであり、かつ貴重な観光資源である熊本城の再建に向けて、平成28年度

補正予算の活用も含め、天守閣等の早期復旧を支援するとともに、観光施設としての安全

性を確保するため、天守閣の耐震化の取組を支援する。 

 

国 費 防災・安全交付金（１２，９２７億円）の内数 等 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）熊本城の早期復旧と耐震化の推進 

◎ 熊本のシンボルとなっている熊本城の天守閣等の早期復旧を図る。 

施 策 効 果 

熊本地震により被災した天守閣（左：瓦の多数崩落、右：石垣の一部崩落） 

天守閣の耐震化（イメージ） 
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東日本大震災により広範かつ甚大な被害を受けた市街地においては、被災地方公共団体

と密に連携・情報共有を図りながら、工事の進捗状況や住民意向の変化など、地区ごとの

実状に応じたきめ細かな支援により、復興の工程表等に基づく防災集団移転促進事業、土

地区画整理事業、津波復興拠点整備事業等の着実な推進を図る。 

また、福島の原子力災害被災市町村における長期避難者の早期帰還を加速化するため、

福島復興再生拠点整備事業等により、必要な支援を行う。 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※1 住まいの復興工程表に基づく地区数 
※2 宅地の一部を使用収益開始した地区、 

保留地の一部を引き渡した地区 

 

東日本大震災からの復興まちづくりの推進 

復興整備の進捗状況 

○防災集団移転促進事業 

○土地区画整理事業 

H28.6 末時点 

計画地区数 ：331 地区 （※1） 

□事業計画同意地区数 

 ：331 地区 

■着工地区数 

 ：328 地区 

■完了地区数 

 ：273 地区 

【参考】住まいの再建に関する復興整備の取組と進捗状況 

防災集団移転 

促進事業 
津波復興拠点 

整備事業 
土地の嵩上げ 土地区画整理事業 

被 災 前 
浸水区域 

浸水区域 

移転エリア 

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100%（同意） 

99%（着工） 

82%（完了） 

100%（認可） 68%（引渡開始） 

造成工事進捗状況の例 

２）東日本大震災からの復興・創生 

計画地区数 ：50 地区 （※1） 

□事業認可地区数 

 ：50 地区 

■着工地区数 

 ：50 地区 

■宅地引渡開始地区数（※2） 

 ：34 地区 

■完了地区数 

 ： 9 地区 

【宮古市田老地区】 

土地区画整理事業 

  H26.11 使用収益開始（第 1 回） 

  H28.3  換地処分 

防災集団移転促進事業  

  H27.9 造成工事完了 

  H27.11 まち開き 

 

【岩沼市玉浦西地区】 

防災集団移転促進事業 

H26.4 造成工事完了 

H27.7 まち開き 

18%（完了） 100%（着工） 
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地下街については、天井等の老朽化が進み、また、大規模地震発生時には利用者等が混

乱状態となることが懸念されるため、ハード・ソフト両面からの防災対策が必要である。 

 このため、「地下街の安心避難対策ガイドライン」をもとに、地下街管理会社等が行う

地下街の安全点検や「地下街防災推進計画」の策定とともに、計画に基づく避難通路や地

下街設備の改修、避難啓発活動等を支援する。 

 あわせて、防災対策の取組状況を公表するなど、安全性確保の取組を促すことで、より

効果的な地下街防災対策の推進を図る。 

 

事業費 ２０．９億円（０．８０倍）、国 費 ７．０億円（０．８０倍）  

 

 

 

 

 

 

 

地下街の施設・設備の安全対策 

◎ 大規模地震発生時における地下街の防災対策の推進により、災害に強い都市を形成する。 

施 策 効 果 

３）都市の安全・安心の確保 

避難啓発活動 
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協議会による連携イメージ ＰＲＥ活用計画の例 

 

 

 

 

 

急激な人口減少と少子高齢化に対応し、住民生活に必要不可欠な行政サービス等の効率

的・効果的な供給体制を構築していく観点から、地方公共団体において、都市のコンパク

ト化等を進める際に、公共施設等総合管理計画や立地適正化計画に基づき、公共施設の集

約化・複合化及びその後の利活用を引き続き進められるようにする必要がある。 

公共施設の再配置、廃止、売却、民間機能への転用、複合化等といった個別の検討を進

めていくに当たっては、様々なニーズに対応するため官民が一体となり取り組むことが重

要である。このため、地方公共団体と商工会議所等を含む協議会によるＰＲＥ活用計画の

作成を支援する。 

 

事業費 １０．２億円（１．６６倍）、国 費 ５．１億円（１．６５倍）  

 

 

 

 

 

 

 

◎ 地方公共団体と商工会議所等を含む協議会においてＰＲＥ活用計画を作成することにより、官民連携

による公共施設の集約化・複合化が一層進み、コンパクトシティの形成の推進を図る。 

施 策 効 果 

地方公共団体と商工会議所等を含めた協議会による「ＰＲＥ活用計画」の作成支援 

（１）コンパクトシティと連携した公的不動産（ＰＲＥ）の活用の促進 

コンパクトなまちづくりを推進するため、立地適正化計画等の策定、計画策定に向けた合

意形成等ソフト施策を中心に引き続き支援するとともに、ＰＲＥ活用計画を作成する際の

支援対象に、現行の地方公共団体に加え、地方公共団体と商工会議所等を含む「協議会」

を追加する。 

２．コンパクトで賑わいのあるまちづくり 
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急激な人口減少や少子高齢化が進むなか、まちの核となる拠点地区へ日常生活に必要な

都市機能を誘導し、あらゆる世代が暮らしやすく、まちの活力が維持されるコンパクトシ

ティの形成を図ることが必要である。この観点から、乳幼児等を抱えた子育て世代が、安

心して働き、暮らすことのできるよう、拠点地区に子育て世代の生活を支援する様々な機

能を集積することが特に重要となる。 

 このため、鉄道駅等の公共交通拠点周辺の拠点地区において、子育て政策との連携のも

と、立地適正化計画に基づき子育て支援施設（乳幼児の一時預かり施設、送迎保育ステー

ション等）を誘導整備する場合の支援等を強化する。 

 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

 

（２）拠点地区への子育て支援施設等の誘導の促進 

◎ 立地適正化計画に基づき拠点地区へ子育て支援施設を誘導する取組に対しての支援を強化することによ

り、子育て世代が暮らしやすいコンパクトシティの形成の推進を図る。 

施 策 効 果 
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都市部では、小さな子どもが屋外で遊ぶ空間が不足しており、子どもが自由に遊び成長

する環境として都市公園のニーズが高まっている。大都市部等では、保育園等の園外活動

の場として都市公園が活用され、一定の時間帯に利用が集中し、子ども同士の衝突等の危

険性が高まるなど、課題を抱える地域がある。 

このため、小さな子どもの遊び場の需要が高く、その確保が必要な地域において、都市

公園の整備、対象年齢に応じた遊戯施設の設置や再編、園内のバリアフリー化等を重点的

に支援する。 

 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

       

 

 

 

  屋外の遊び場が不足し利用が集中する都市公園において、対象年齢に応じた遊戯 

施設の設置やバリアフリー化等の整備を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遊び方に応じた遊具の配置への配慮や年齢層の異なる利用エリアの整理により安全性を向上 

◎ 都市公園における遊戯施設の設置等により、子ども連れの家族等が安全に安心して遊ぶことができ

る屋外の遊び場を確保する。 

施 策 効 果 

（３）拠点地区の都市公園における子ども向け遊戯施設等の設置等の推進 

遊戯施設等の整備イメージ 
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急激な人口減少と少子高齢化のなかで、子育て世代を全体で支援するには、妊婦、

乳幼児・児童を持つ子育て中の親や子どもが安全・安心して、快適に外出できる環

境を創出することが重要である。 

バリアフリー法の整備により、駅前広場をはじめとする交通結節点や公共交通等 

の都市交通システムのバリアフリー化が進む一方、子ども連れでの外出に伴い生じ

る授乳やおむつ替えなどに必要な施設は依然として少なく、公共交通等を利用し、

外出する際の大きな制約となっている。 

このため、駅前広場等の交通結節点の整備と併せた授乳施設、休憩所等の整備を 

支援することにより子育て中の親の外出環境の整備を推進する。 

また、物流の効率化や歩行空間の安全性を確保するため、荷捌きのための路上駐

車を解消する共同荷捌き駐車場の整備等を支援する。 

 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

駅前広場等の交通結節点の整備と併せた授乳施設、休憩所等の整備を支援 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

◎ 駅前広場等の交通結節点において、授乳施設、休憩所等の整備を推進することで、妊婦、

乳幼児・児童を持つ子育て中の親や子どもが、安全・安心して、快適に外出できる環境を

創出する。 

（４）駅周辺の整備と併せた授乳施設、休憩所等の整備の推進 

施 策 効 果 

赤ちゃん・ふらっと事業（東京都）（出典：東京都、八王子市 HP） 
成田国際空港ターミナルに設置されている授乳室 

（出典：成田国際空港 HP） 

授乳施設や休憩所等の整備イメージ 

複数の交通手段をつなぐ駅前広場等の交通結節点 
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コンパクトシティの形成を推進するには、空地・空家化が進行する拠点地区において、

空地等の集約・整形化、残された歴史的建築物等の有効活用を図りながら、日常生活に必

要な都市機能の導入、にぎわいの再生等を図ることが必要である。 
このため、拠点地区において医療、福祉等の都市機能施設を誘導する土地区画整理事業

に対する移転補償範囲の拡大等の支援の充実を図る。 
また、今年度創設された個別利用区制度を活用しつつ、拠点地区においてまちなみの保

全・再生を図る市街地再開発事業等に対するコーディネート支援等の拡充を行う。 
 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◎ 拠点地区における都市機能の誘導を図る事業、にぎわいのある回遊空間を創出する事業を強力に支援

し、地域の特性に応じたコンパクトシティの形成の推進を図る。 

施 策 効 果 

（５）拠点地区における都市機能の誘導やまちなみの保全・再生を図る 

市街地整備手法の充実 

土地の集約により必要な都市機能施設を 

誘導する土地区画整理事業への支援の拡充 

○拠点地区で実施される都市機能施設
の立地を伴う土地区画整理事業 

 

⇒交付限度額に係る移転補償費の対象
を拡大 

 

個別利用区を活用してまちなみの保全・再生

を図る市街地再開発事業等への支援の拡充 

都市機能誘導を図る地区のイメージ 

○拠点地区において景観計画等に基づき
まちなみを保全・再生する市街地再開発
事業等 
 

⇒コーディネート経費に対する交付率を
嵩上げ（１／３→１／２） 

土地区画整理事業 市街地再開発事業 
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地域の価値を高め、都市の課題解決を図るため、民主導によるまちづくり活動について、

都市空間の形成・維持・活用や国際的なビジネス環境の創出に向けて、ハード及びソフト

の両面から支援することが必要である。 

これまで「民間まちづくり活動促進・普及啓発事業」及び「国際競争力強化・シティセ

ールス支援事業」により行ってきたこれらの支援を強化し、総合的かつ柔軟に取組を推進

するため、両事業を統合し、「民間まちづくり活動総合支援事業」を創設する。 

あわせて、官民連携による魅力的な都市空間づくりを行うプレイスメイキングを支援す

るため、都市再生推進法人が条例等に基づく施設の整備・活用を行う場合を新たに助成の

対象にする。 

 

事業費 ４９．８億円（皆 増）、国 費 ８．１億円（皆 増）  

 

 
 

（６）プレイスメイキングやシティセールスに取り組む民間まちづくり 

活動への支援制度の創設 

◎ 総合的かつ柔軟に取組を支援することにより、外需の呼び込みによる都市経済の活性化や内需の掘り起

しによる市民活動の活性化を行う。これにより、来街者・生活者にとって魅力的な都市空間を形成・維

持し、官民連携によって公共空間の一層の利活用を図る持続的なまちづくりを実現する。 

施 策 効 果 
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急激な人口減少と少子高齢化により、地方都市を中心にまちの活力や利便性等が失われ

ている地域が多い。このような地域では、大規模な都市開発事業を一つ行うのではなく、

地域の資金やクラウドファンディングを活用しつつ、地域にある空き店舗や空き地等をリ

ノベーション等により有効に活用して、複数の事業を連鎖的に進めていくことが必要であ

る。 

このため、現行の「クラウドファンディング活用型」まちづくりファンドに加え、リノ

ベーション事業等を行う民間まちづくり事業に対し、エリアをマネジメントしつつ、出資・

融資により支援するまちづくりファンド（「マネジメント型」）を民間都市開発推進機構

と地域金融機関が連携し立ち上げる。 

 

事業費 ５．７億円（１．９０倍）、国 費 ５．７億円（１．９０倍） 

 

 

 

（７）マネジメント型リノベーションまちづくりファンドへの支援 

◎ 上記支援により、パブリックマインドをもった民間主体が、地域の課題解決に資する自立型のまちづく

り事業を地域の民間資金を活用して連鎖的に実施することが促進され、まちの活力の維持に寄与する。 

施 策 効 果 
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2020年東京オリンピック・パラリンピック、2019年ラグビーワールドカップを契機とし

て、本格的な競技スポーツから身近な運動や健康増進の場まで、すべての国民がスポーツ、

運動について多様な楽しみ方ができる都市空間や都市公園の整備と利活用を推進する。 

 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）スポーツまちづくりの推進 

◎ 国際的なスポーツイベントを契機としたスポーツ、運動の場としての都市空間、都市公園の整備、利

活用を促進することで、スポーツを通じた地域の活性化を推進する。 

施 策 効 果 

身近なスポーツ・運動の場の整備促進 

○2020年東京オリンピック・パラリンピックを機に、様々なスポーツに興味を

持った人たちが、実際に競技を体験・練習・継続できる場の整備を促進 

○スポーツ・運動による健康増進はもとより、運動プログラムの継続的実施に

よる賑わい創出、地域の活性化に寄与 

（イメージ） 

競技会場の整備と賑わい創出拠点としての活用 

○2019年ラグビーワールドカップ等の大会を契機とした観光インバウンドの 

拡大、地域の賑わい創出拠点等となる都市公園の整備を促進 

（イメージ） 
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 ニッポン一億総活躍社会の実現、少子化対策に向け、都市行政の分野においても、ま

ちづくりと連携した柔軟な働き方や女性の活躍推進など働き方改革の推進、子育てしや

すいまちづくりを推進する必要がある。 

 場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークの推進に向け、テレワーク従事者

の実態把握や、テレワークとまちづくりとの連携に関する調査を行い、働き方改革に対

応した都市施策への活用を検討する。 

また、多様な関係者が関わり、細やかな空間計画等が必要となる造園・緑化産業にお

いては、女性の活躍が期待されることから、女性を含めた働きやすい職場環境の整備改

善等に関する先進事例等の生産性向上に向けた調査を行い、働き方改革等の推進を図る。 

 さらに、待機児童解消のため保育施設などの子育て環境の整備が急がれる中で、仕事

と子育ての両立を支え、子育て世帯が安心して暮らせるより質の高い都市環境形成の推

進のため、自治体における部局横断的な子育て環境整備のあり方の検討を行う。 

  

事業費 ０．６億円（２．２０倍）、国 費 ０．６億円（２．２０倍） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 都市行政の分野において、まちづくりと連携した柔軟な働き方や、女性も働きやすい職場環境の

整備改善、仕事と子育ての両立等を支えるまちづくりを進めることにより、働き方改革を推進す

る。 

（９）都市行政分野における働き方改革の推進 

施 策 効 果 

都市行政分野における 

働き方改革の推進 

 

園庭のない保育施設の園庭代替施設、遊び場 

の適地の発掘と利用調整など子育てしやすい 

都市環境の形成 

造園・緑化産業における女性活躍に

向けた働き方改革等の推進 

テレワークによる働き方改革 

の推進・まちづくり連携 
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大都市の業務中枢拠点において、世界水準のビジネス機能・居住機能を集積し、国際的

な投資と人材を呼び込むためには、我が国大都市の強みである公共交通の利便性をさらに

強化するとともに、弱みである災害に対する脆弱性を克服していくことが必要である。 

このため、公共交通の利便性をさらに強化し、交通利便性や業務機能の集積の程度が高

く経済活動が活発なビジネス拠点の形成を図るため、定時性・速達性に優れたバス高速輸

送システム（BRT：Bus Rapid Transit）の構築が重要であることから、BRTの整備（停留

所、走行空間等）を支援対象に追加する。 

さらに、災害に対する対応力の強化としては、災害時の業務継続に必要なエネルギーの

安定供給が確保される業務継続地区（BCD：Business Continuity District）の構築が重

要である。都市再生安全確保計画に基づくエネルギー導管等を、業務中枢拠点に広く整備

が必要なインフラとして本格的に整備する観点から、国際競争拠点都市整備事業の支援対

象に追加する。 

 
事業費 ２２１．６億円（１．４７倍）、国 費 １０７．２億円（１．４２倍） 

 

激化する国際的な都市間競争に向けて、国際競争力強化の推進イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 我が国大都市の強みを伸ばし弱みを克服する未来志向の投資に対する支援を強化することにより、業務中

枢拠点における国際競争力の強化をさらに促進する。 

施 策 効 果 

（１）国際競争拠点の整備の推進 

都市再生安全確保計画に基づくエネルギー導管等を

国際競争拠点都市整備事業の支援対象に追加 

災害に対する対応力の強化として、 

業務継続地区（ＢＣＤ）の構築が重要 

公共交通の利便性の強化 

バス高速輸送システム（BRT）整備を国際競争拠点都

市整備事業の支援対象に追加 

公共交通の利便性のさらなる強化として、 

バス高速輸送システム（BRT）の構築が重要 

防災性に優れたＢＣＤの構築（イメージ） 

３．都市の競争力の強化 

災害に対する脆弱性の克服 

定時性・速達性に優れたＢＲＴの整備（イメージ） 
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我が国都市においては、国際的な都市間競争の激化や、急激な人口減少や少子高齢化に

伴う地域活力の低下等が進む中で、インバウンド需要に対応する宿泊機能の確保、まちな

かにおける交通渋滞や景観阻害に対応するための物流機能の向上、医療・福祉機能の整備

が求められている。 

このため、こうした機能を有する施設の整備を伴う優良な民間都市開発事業を推進する

ために金融支援を強化することが必要である。 

あわせて、都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置を延長することにより、引き続

き税制面からも、大規模で優良な民間都市開発事業の促進を図る。 

 

事業費 ６６．７億円(１．１１倍)、国 費 ６６．７億円(１．１１倍) 等 

 

 

民間都市開発推進機構が行う、以下の金融支援の内容を拡充する。 

【共同型都市再構築業務】 

・支援対象として、インバウンド対応に向けた宿泊施設、物流効率化に資する共同荷さ

ばき施設を含む事業を追加する。また地方都市では認められているが、三大都市にお

いても医療・社会福祉・子育て支援施設を含む事業を追加する。 

・現行の共同発注型に加え、出資による支援を可能とする。 

      
宿泊施設         共同荷捌き施設    医療施設       子育て支援施設 

【メザニン支援業務】 

 ・今秋実施予定のＳＰＣ要件緩和に加え、事業区域面積要件を緩和する。 

 

 

 

（２）民間都市開発事業への金融支援の強化 

◎ 金融支援を強化することにより優良な民間都市開発事業を推進し、国際競争力の強化及び地域の活

性化を図る。 

施 策 効 果 

拡充の内容 
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ＧＤＰ600兆円達成への成長戦略の柱である「観光先進国」を実現するため、インバウ

ンド等増加する旅行者の受け皿となる宿泊施設や観光バス駐車場等の整備を促進し、不足

の解消を図る必要がある。 
このため、本年６月に創設した容積率緩和制度の活用を促すとともに、市街地再開発事

業等による宿泊施設の整備や、観光バス駐車場等の整備を促進する。 
 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宿泊施設や観光バス駐車場等の整備を促進するための支援 

「観光先進国」の実現に向け、宿泊施設や観光バス駐車場等の不足が課題 

◎ 宿泊施設の整備に着目した容積率緩和制度とも相まって、市街地再開発事業等による宿泊施設の整備や、

観光バス駐車場等の整備を支援することで、「観光先進国」の実現に資する取組の推進を図る。 

施 策 効 果 

（３）容積率緩和制度とも相まった、再開発に対する支援強化による 

宿泊施設等の整備促進 

観光バス駐車場整備等の支援 

市街地再開発事業による 

宿泊施設整備の支援 

観光バス駐車場の整備 

都市計画制度を活用し、 

宿泊施設の整備に 

着目して容積率を緩和 

平成28年6月13日 

通知を発出 

（４）我が国の都市の魅力の発信（Ｐ３６にて後掲） 
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インバウンド促進のためには、地域固有の優れた景観や歴史的な建造物等を観光資源と

して保全・活用するとともに、旅行者が快適に移動することができ、まち歩きを楽しめる

空間・環境づくりを推進することが重要である。 

このため、「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日 明日の日本を支

える観光ビジョン構想会議）を踏まえ、景観の優れた観光資源の保全・活用による観光地

の魅力向上を図るため、目に見えるかたちでの景観形成を促進する重点地区を定め、当該

地区における景観形成の取組、関連インフラの整備等を国が強力に支援する制度を新たに

創設する。 

 

事業費 ６０億円（皆 増）、国 費 ３０億円（皆 増）  

 

 

 

◎ 優れた景観を整備・保全し観光資源として積極的に活用することによりインバウンドの増加等による

集客力の向上や、域内消費の拡大等による地域経済の底上げを図る。 

施 策 効 果 

４．景観等を活かしたまちづくりの推進 

（１）景観観光まちづくりの推進 
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インバウンドの促進のためには、国内外から年間約4,000万人が訪れ、観光の拠点であ

る国営公園等の更なる魅力向上を図るとともに、その魅力を国内外に積極的に発信してい

く必要がある。 

このため、国営公園等において、我が国の歴史文化資産や自然を活かした施設の整備、

案内板等の多言語化、園内のバリアフリー化等を推進し、国内外からの来園者の増加と地

域経済の活性化を図る。 

 

事業費 ２１３．４億円（１．０５倍）、国 費 ２１３．４億円（１．０５倍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国営公園等における観光振興の推進 

◎ 観光拠点となる国営公園等の整備推進により、外国人観光客の誘客や地域の活性化に寄与する。 

施 策 効 果 

国立民族共生公園 （北海道白老町）

国立アイヌ
民族博物館

国立民族共生公園区域

アイヌ古式舞踊（イメージ）

国立民族共生公園 施設配置計画

2020年東京オリンピック・パラリンピックにあわせた一般公開に向けて、公
園整備を推進

アイヌ文化の復興、国際
観光等に寄与するため、
2020年オリンピック・パラ
リンピック東京大会にあわ
せて一般公開することを
閣議決定（Ｈ26年６月）

国営沖縄記念公園
（沖縄県那覇市、本部町）

沖縄の観光拠点として、復原された首里城、美ら海水族館な
どに年間７３０万人が来園。外国人来園者が約２割を占める

首里城正殿前で毎年開催される

伝統儀式「朝拝御規式」
ちょうはいおきしき

首里城地区の全面開園に向けて、未開園の 「御内原」
エリアの復原工事を完了

「御内原」エリアの復原イメージ
おうちばら

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園
（奈良県明日香村、奈良市）

「南門」の復原イメージ

古代行事の再現（イメージ）

第一次大極殿
（復原済）

南門

だいごくでんいん

特別史跡「平城宮跡」において、第一次大極殿院「南門」の
復原工事に着手

特別史跡「平城宮跡」を保存・活用し、我が国の歴史・文化
の情報発信、観光振興に寄与するため、復原整備等を推進

なんもん

首里城正殿

御内原
エリア

「第一次大極殿院」の復原イメージ

外国人来園者割合
（首里城地区Ｈ２７ｱﾝｹｰﾄ）

おうちばら なんもんだいごくでんいん

白老町
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限られた財政資源の中で、都市公園のストック効果をより一層高めるためには、民間事

業者の資金やノウハウを公園施設の整備、運営に積極的に活用する仕組みが必要である。 

このため、民間活力の一層の活用による既存施設の効率的更新、都市公園のサービス水

準の向上を目的として、民間事業者による地域の賑わい拠点等となる公園施設の整備等を

支援するため、都市公園制度を見直すとともに社会資本整備総合交付金及び都市開発資金

貸付金の拡充を行う。 

 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

      

 

 

 

（１）PPP/PFI手法の活用により民間事業者が行う公園施設の整備等への

支援制度の創設（Park – PFI） 

◎ 民間活力の積極的な活用による都市公園の整備等を促進し、都市公園の魅力向上、まちの賑わい創

出、地域の活性化を図る。 

施 策 効 果 

５．緑豊かなまちづくり 
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急激な人口減少、少子高齢化の進展のなかで、子育て世帯や高齢者など多世代にとって

良好な都市環境、生活環境を将来に向かって持続的に確保していく必要がある。特に、今

後は都市の郊外部を中心に人口減少が進み、耕作放棄地や管理不十分な緑地等が増加し、

生活環境の悪化が懸念される。また、都市の農地は、農産物の供給だけでなく、景観形成、

さらには災害時の避難地やレクリエーションの場など多様な機能を有し、都市内の貴重な

緑とオープンスペースとしての保全が求められている。 

このため、地方公共団体、民間事業者による緑地や農地の保全・活用等に対する支援の

強化等を図り、緑豊かなまちづくりを推進する。 

国 費 社会資本整備総合交付金（１０，５４９億円）の内数 等 

 

 

◎ 必要となる緑やオープンスペースの保全・確保、適切な土地利用への誘導により、緑地と農地が調

和した良好な都市環境の実現を図る。 

施 策 効 果 

（２）都市の緑地や農地を活かした緑豊かなまちづくりの推進 

都市の緑地や農地を活かした緑豊かなまちづくりのイメージ 

都市と緑・農が共生するまちづくりの推進 
 
都市と緑・農が共生するまちづくりを推進するため、

地方公共団体等と協力して、そのモデルとなる取組に

係る調査を実施する。 
 

緑と農の風景づくり事業 
 
緑地や市民農園の整備・管理及びネットワーク化を促

進する「緑と農の風景づくり事業」を創設し、地方公

共団体や民間事業者による一般利用に供する緑地の

保全・整備、市民農園の整備、緑道の整備等を支援す

る。 

市民農園等の整備・管理 

緑道環境の整備 

市民公開緑地（仮称）の整備 
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インフラシステム輸出を推進するためには、相手国の都市開発の「川上」の構想段

階から関与し、過去の日本と同様に急激な人口増加に伴う都市への人口集中や環境汚

染などの都市問題を抱える新興国に対し、日本の環境共生型都市開発（エコシティ）

に関するハード・ソフト両面の技術・ノウハウをパッケージで提案することが重要で

ある。 

他方で、2020 年まで 5 年を切り、政府の「インフラシステム輸出戦略」等でも掲げ

ている「2020 年に約 30 兆円」という政府全体の目標を達成するためには、具体的な

案件形成に向けた取組の加速が不可欠である。 

このため、アフリカ等を含む新興国の都市問題解決支援を行うとともに、我が国の

都市開発の強みを発信することにより、将来的な案件形成につなげる。また、海外現

地において、JICA、JBIC 等の関係機関と連携し、開発候補となり得る案件の情報収集

を行い、得られた情報を国内民間事業者等と共有するとともに、海外関係者に日本の

優れた事例の説明・周知や都市開発関連技術の紹介を行うことにより、案件発掘の強

化に取り組む。さらに、案件の候補となり得る地区等においては、基本構想・計画の

作成・提案を行い、早期の案件形成を進める。 

 

 
事業費 ２．４億円（１．５５倍）、国 費 ２．４億円（１．５５倍） 

 

 

日系企業による受注・投資の促進
許認可取得
支援

我が国の強みの
発信と相手国との
信頼関係構築

案件発掘
具体的な
開発計画の
作成支援等

ＪＯＩＮ(海外交通・都市開発
支援機構)による出資等

案件発掘活動の強化等
海外現地において、JICA、JBIC等の関係者とも連携し、開発候補と
なり得る案件の情報収集を行い、得られた情報を国内民間事業者等
と共有する。

併せて、海外関係者に日本の優れた事例の説明・周知や都市開発
関連技術の紹介を行うことで、具体的な案件発掘の推進につなげる。

個別の地区における基本構想の作成・提案
アジア新興国の都市を対象に、相手国のニーズを
踏まえ、日本型都市開発の基本構想・計画を作成・
提案する。

我が国の都市開発の強みの発信
日本の都市開発の強みや大都市の魅力を視覚
的に伝える、日本の都市のブランド化に資する
ようなコンテンツを作成し、日本の都市ソリュー
ションモデルを海外に対して効果的に発信する。

新興国の都市問題解決支援
アジア新興国・アフリカ等に対し、日本を参考にした都市開発制
度等の導入を促し、企業が活動しやすいビジネス環境を整備する。

 
 

 

 

（１）環境共生型都市開発の海外展開の推進 

 
６．都市開発の海外展開 

◎ 関係機関と連携した情報発信・案件発掘活動の強化や各地区の基本構想・計画の作成・提案

を実施することにより、日本企業による海外での都市開発案件の獲得を促進する。 

施 策 効 果 
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都市開発を始めとするインフラシステム輸出を推進するとともに、我が国の都市の

国際競争力を強化するためには、海外関係者に向けて我が国の都市の魅力や将来像等

を効果的に発信していくことが重要である。 

これまで国土交通省では、二国間会議や国際会議、国際不動産マーケット見本市

「MIPIM JAPAN」等の場で積極的にプレゼンを行うとともに、昨年度から東京都や民間

企業と連携して「シティ・フューチャー・ギャラリー（仮称）構想」の検討を進めて

いる。 

引き続き、我が国の都市開発の強みや様々な先端技術・システムを戦略的に発信す

る手法を構築し、「シティ・フューチャー・ギャラリー（仮称）」や、国際会議等の

場において活用することにより、効果的に日本の強みを発信していく。 

 
事業費 ２．４億円の内数、国 費 ２．４億円の内数 

 

東京を含む全国の街区

バリアフリー
（ロボット支援等）

省エネ・再エネ
（水素タウン、CEMS等）

次世代交通
（自動運転・小型モビリティ）

エリアマネジメント
（高齢者の快適空間等）

連
携
・
送
客

⇒グレーター東京の地理情報を、都市模型の上
に、プロジェクションマッピングで重層的に表示

⇒VR(Virtual Reality)のヘッドセットを装着し、東
京などの歴史(過去から現在、未来までの過
程や変化)を疑似体験

⇒案内ロボット、新型モビリティ等の最先端の
実機の展示、体験提供等

こんにちは

ようこそ、
CFGへ！

都市模型＆プロジェクションマッピング

A
I

東京の平均
寿命は女性
79.0歳、男
性85.5歳で
す。

東京の人口ピ
ラミッドを知
りたい

人工知能

AI

東京の平均寿命は
女性79.0歳、男性

85.5歳です。

⇒AIに質問して返答を受けるなどのインタラ
クティブな学習体験を提供

アクティブラーニング

疑似体験装置

最先端技術システム

我が国の都市の成り立ち・将来像や先進的なインフラ技術等を集約し、印象的かつ
分かりやすく発信する施設

東京の拠点（ハブ機能）

シティ・フューチャー・ギャラリー（仮称）のイメージ

 
 

 

 

（２）我が国の都市の魅力や将来像等を一体的に発信する手法の構築 

◎ 我が国の都市開発の強みや様々な先端技術・システムを戦略的に発信する手法を構築し、効

果的に日本の強みを発信することにより、日本企業による海外での都市開発案件の獲得を促

進するとともに、我が国の都市の国際競争力強化につなげる。 

施 策 効 果 
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


